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はじめに 

Erwinia amylovora（火傷病菌）は、リンゴ、ナシ等のバラ科の主にナシ亜科植物に火傷病を引き

起こす。り病した植物は、火にあぶられたような症状を示すため、それが病名の由来となっている。

もともとはアメリカ合衆国東部にあった風土病といわれており、1780 年頃にニューヨーク州ハド

ソン川流域ではじめて発見された。その後、1880年、植物の細菌病としての初めての発見となった。

現在、海外のリンゴやナシの果樹園において大きな被害を生じさせている。 

日本においては、本細菌は、植物防疫法施行規則（農林省, 1950）別表１に規定されている検疫

有害植物であり、同施行規則別表２に規定されている国又は地域からの該当する宿主植物の生植物

（種子を除き、生果実、花及び花粉を含む。）の輸入は認められていない。 

今般、本細菌の新たな発生国の報告があったことから、改めて本細菌に対するリスク評価を実施

し、現行の検疫措置の有効性を評価するため、病害虫リスクアナリシスを実施した。 

 

Ⅰ リスクアナリシス対象の病害虫の生物学的情報（有害植物） 

１．学名及び分類 

（１）学名（LPSN, 2023） 

Erwinia amylovora (Burrill 1882) Winslow et al., 1920 

 

（２）英名、和名等（CABI, 2023; 日本植物病理学会, 2023） 

英名：fireblight 

和名：火傷病菌 

 

（３）分類（LPSN, 2023） 

種類：細菌 

科：Erwiniaceae 

属：Erwinia 

 

（４）シノニム（CABI, 2023） 

Micrococcus amylovorus Burrill, 1882 

Bacillus amylovorus (Burrill) Trevisan, 1889 

Bacterium amylovorum Chester, 1901 

Erwinia amylovora f. sp. rubi Starr et al., 1951 

 

（５）系統等 

本細菌は、生理型（biovar）としてbiovar1～4まで報告されているが（Mizuno et al., 

2000）、本報告書では、biovar 1及び2を対象とする。biovar 3（=E. amylovora f. sp. rubi）は

日本未発生のキイチゴ（Rubus）属のみを侵す系統である（EPPO, 2023a; CABI, 2023; 

Mizuno et al., 2000）。また、biovar 4は北海道で発生したナシ枝枯細菌病菌で、平成11年に

緊急防除が終了し根絶された（NIAS Genebank, 2023; Mizuno et al., 2000; 農林水産省, 

1999）。 

 

２．地理的分布 

（１）国又は地域（詳細は別紙１参照。下線部は令和７（2025）年１月21日改訂時に追加。） 

アジア：大韓民国、中華人民共和国、パキスタン 

中東：イスラエル、イラン、シリア、トルコ、ヨルダン、レバノン 
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欧州：アイルランド、アゼルバイジャン、アルバニア、アルメニア、イタリア、ウ

クライナ、英国、オーストリア、オランダ、カザフスタン、北マケドニア共和

国、キプロス、ギリシャ、キルギス、クロアチア、コソボ、ジョージア、スイ

ス、スウェーデン、スペイン、スロバキア、スロベニア、セルビア、チェコ、

デンマーク、ドイツ、ノルウェー、ハンガリー、フィンランド、フランス、ブ

ルガリア、ベラルーシ、ベルギー、ポーランド、ポルトガル、ボスニア・ヘル

ツェゴビナ、モルドバ、モンテネグロ、ラトビア、リトアニア、リヒテンシュ

タイン、ルーマニア、ルクセンブルク、ロシア 

アフリカ：アルジェリア、エジプト、チュニジア、モロッコ 

北米：アメリカ合衆国、カナダ、バミューダ諸島 

中南米：グアテマラ、メキシコ 

大洋州：ニュージーランド 

 

（２）生物地理区 

本細菌は、旧北区、エチオピア区、新北区、東洋区、新熱帯区及び南極区の計６区に分布

する。 

 

３．宿主植物及び日本国内での分布 

（１）宿主植物（詳細は別紙２参照。） 

バラ科：カリン（Chaenomeles sinensis （= Pseudocydonia sinensis））、シジミバナ（Spiraea 

prunifolia）、セイヨウカリン（Mespilus germanica）、ビワ（Eriobotrya japonica）、マ

ルメロ（Cydonia oblonga）、ロサ・カニナ（Rosa canina）、アロニア属（Aronia）、

カナメモチ属（Photinia）、クラタエゴメスピルス属（Crataegomespilus）、ザイフリボ

ク属（Amelanchier）、サンザシ属（Crataegus）、シャリントウ属（Cotoneaster）、シ

ャリンバイ属（Rhaphiolepis）、ストランウァエシア属（Stranvaesia）、ディコトマン

サス属（Dichotomanthes）、テンノウメ属（Osteomeles）、ドキニア属（Docynia）、

トキワサンザシ属（Pyracantha）、ナシ属（Pyrus）、ナナカマド属（Sorbus）、ヘテロ

メレス属（Heteromeles）、ペラフィラム属（Peraphyllum）、ボケ属（Chaenomeles (= 

Choenomeles)）、リンゴ属（Malus） 

 

（２）日本国内における宿主植物の分布及び栽培状況 

ナシ属及びリンゴ属は沖縄県を除く 46 都道府県、ビワは、長崎県、千葉県等 35 都府県

で栽培されている。 

 

 

４．感染部位及びその症状 

感染部位：花、花粉、新梢、葉、幹、枝、果実 

花、新梢、葉では、褐色から黒色のblight（枯損／焼け）を引き起こす。新梢の先端とつぼみ

はシーズンのはじめに枯死する。り病した花と葉は褐変あるいは黒変、乾燥し、ミイラ状となり

枝に残存するのが特徴である。り病枝の先端は下方に湾曲して"shepherd's crook"（羊飼いの

杖）と呼ばれる症状を呈する。主枝、主幹及び地際部に窪んだかいよう斑を生じ、健全部との境

に亀裂を生ずることがある。侵された辺材部には赤褐色の条斑が見られ、温暖で多湿な天候下で

は、症状部から盛んに細菌泥を漏出する（AQIS, 1998; Bradbury, 1986; van der Zwet and Keil, 

1979）。 
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花に関しては、柱頭に一定の細菌濃度を接種すると花に症状が現れ、花から菌も再分離され

る。Haleら（1996）が、花器の柱頭に細菌懸濁液を接種した結果、リンゴ（品種：Gala）で

は、104cfu／花以下（cfu: コロニー形成単位、ここでは、花１個当たりの菌数を示す。）の濃度

では発病せず花から菌も再分離されなかったが、105cfu／花では弱く発病したものの花から菌は

再分離されず、106cfu／花では発病し、菌も再分離された。また、ヤナギバシャリントウ

（Cotoneaster salicifolius）では、104cfu／花以下の濃度では発病せず花から菌も再分離されなか

ったが、105cfu／花では発病し、花から菌が再分離された。さらにSugar et al.（1993）は、セ

イヨウナシの花器への噴霧接種を行い、10５cfu／mlで発病したと報告している。 

花粉については、本細菌が存在するとの報告及び感染した花から訪花昆虫を介して健全な花に

伝搬した報告がある（Cellini et al., 2019; Sabatini, 2006; van der Zwet and Keil, 1979; Wilson et 

al., 1989）。また、大韓民国に輸入されたリンゴ花粉から本細菌が発見されたとの報告がある

（WTO, 2020）。 

果実では通常、未熟果で発症するが、ナシ属では、成熟果実にも本細菌が存在するとの報告が

ある（van der Zwet and Walter, 1987; van der Zwet et al., 2012）。 

ナシ属及びリンゴ果実の症状としては、感染初期には果実表面に水浸状斑が現れ、後に褐色か

ら黒色に変色し、萎ちょうする。また、果実表面のり病部位の中心部や皮目から、乳白色～琥珀

色の細菌泥を漏出することもある。ナシ属では、ひも状又は巻きひげ状の細菌塊が観察されるこ

ともある（van der Zwet and Keil, 1979）。ビワでは、様々な生育段階の果実で病害を引き起こす

との情報があるが（Ziberstaine et al., 1996）、成熟果実に関する知見は不足している。 

また、英国農務省は、一見健全に見えるナシ属果実に、明らかに内部症状が見られることを報

告しており、果実の中心部に見られた直径最大2cmのり病組織と果実表面の直径2mmほどの

小さな病斑が細い糸状の病斑でつながっていたとしている（van der Zwet et al., 2012）。 

 

５．移動分散方法 

（１）自然分散 

最も重要な第一次感染源は、前シーズンに形成された越冬病斑であるかいよう斑である。春

にかいよう斑から細菌泥が漏出し、昆虫や風雨により開花した花や新梢に運ばれる。さらに、

二次感染した新梢、葉、果実又は枝から漏出した細菌泥が、風雨や昆虫により伝搬される。ま

た、一見健全に見える花であっても本細菌に感染している場合があるため、症状のない花から

ミツバチによって健全な花へ機械的に伝染する可能性があるとされている（van der Zwet and 

Keil, 1979）。 

 

（２）人為分散 

り病苗木の植付け、せん定作業（Beer, 1979; Lecomte, 1990）、感染穂木の接木（van der 

Zwet and Keil, 1979; CABI, 2023; Johnson, 2000）によるまん延や農機具の汚染によるまん延

の可能性がある。 

英国（イングランド）への本細菌の侵入は、アメリカ合衆国から輸入したり病したナシ属果

実及び汚染された木箱（こん包材）の輸入並びにその汚染された木箱のリンゴ農場での使用が

原因である可能性が高いとの報告がある（WTO, 2003（Geider博士発言）; Billing and Berrie, 

2002; Lelliott, 1959; van der Zwet and Keil, 1979）。また、ナシ属果実では、症状のある果実

が混じっていた場合、収穫後又はこん包後に感染が生じることもあるとされており、収穫後の

保存中に症状のある果実と健全な果実が接触していた場合、健全な果実へ本細菌が感染し、症

状を示すとの報告がある（van der Zwet and Keil, 1979; Wright, 1948）。その他、詳細は不明で

あるものの、出荷時に外観健全であった果実が到着時に症状を示したとの情報もある（van 
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der Zwet and Keil, 1979; van der Zwet et al., 2012）が、本細菌は無症状の成熟果実で内生して

おらず、成熟果実の表面に存在する場合であっても、他の宿主植物へ伝染する可能性は低いと

の報告がある（Temple et al., 2007）。 

南アフリカ共和国では、アメリカ合衆国カリフォルニア州から輸入されたセイヨウナシ種子

から本細菌が分離された旨を1987年にHattinghが短報で報告しているが、本細菌は種子伝染

性病原体とは見なされておらず、本報告が種子に本細菌が存在したとする唯一の報告である

（van der Zwet et al., 2012）。 

 

６．生態 

（１）中間宿主及びその必要性 

情報なし。 

 

（２）伝染環 

第一次感染源は、前シーズンに形成された越冬病斑であるかいよう斑である。春にかいよう

斑から細菌泥が漏出し、昆虫や風雨により開花した花や新梢に運ばれ,本細菌は気孔、傷口や

花の柱頭から侵入する。花器の場合、組織内で増殖、花を枯死させる。その後、花梗を伝っ

て、最後は新梢や花器から枝に侵入する。このとき、枝にかいよう斑を形成すれば翌年への越

冬病斑となる。二次感染は生育シーズンを通じて発生する。その伝染源は新梢、葉、果実ある

いは大きな枝から漏出する細菌泥であり、これは風雨、昆虫、あるいは鳥により伝搬される。

また、感染穂木の接木やせん定器具の汚染等、人為分散によっても伝染する（van der Zwet 

and Keil, 1979）。 

 

（３）植物残さ中での生存 

情報なし。 

 

（４）耐久生存態 

ア 無症状での感染（潜在感染）について 

本細菌は、若枝及び芽において無症状で感染し、春に一次感染源になると考えられる

（van der Zwet and Buskirk, 1984; Mazzucchi et al., 2006）。また、道管部に存在する細菌

は少なくとも１シーズンは生存することが可能である（Vanneste and Eden-Green, 

2000）。 

イ 土壌中での生存 

土壌中での生存は短期間である。土壌中に混入させた本細菌は、５週間後には確認できな

くなった。滅菌土壌中では11週間生存し続けた（Sletten and Rafoss, 2007）。 

ウ 葉上での生存 

本細菌は、葉上で表生し続けることも困難。気候条件にもよるが、通常、数時間から数日

程度は生存可能である（Ockey and Thomson, 2006; Norelli and Brandl, 2006）。 

エ 果実での生存 

収穫後のセイヨウナシ果実について本細菌を接種し、-0.5℃で低温保存したところ、がく

では101日後に生存が確認されたが、果実表面では１日後でも生存が確認されなかった。

また、がくあ部に本細菌が存在する果実が１～３か月間低温保存された場合、本細菌が生存

している可能性がある（Ceroni et al., 2004）。 

オ 花粉での生存 

1998～1999年にイタリアで実施された野外試験において、本細菌が花粉に付着して60
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～72時間生存することが確認された。室内試験では、花粉中の本細菌が４～15℃で30週

間以上生存したのに対し、28～35℃下では、他菌の生育により１週間以内に死滅したと報

告されている（Alexandrova et al., 2002）。また、Wael et al.（1990）では、室内試験にお

いて本細菌が15℃で40週間、４℃で50週間以上、花粉で生存することが確認されてい

る。 

カ 耐久体 

耐久体を有する旨の情報はなし。 

 

７．媒介性又は被媒介性 

本細菌は、ミツバチやその他の昆虫、鳥により運ばれることが指摘されている（CABI, 2023; 

Sabatini, 2006; Abd El-Aziz et al., 2011; Keitt, 1941）。 

野外において本細菌が、春季には花粉に付着して60時間及びミツバチ虫体上で36時間、秋

季には花粉に付着して72時間及びミツバチ虫体上で48時間生存した（Alexandrova et al., 

2002）。 

 

８．被害の程度 

海外において、以下の被害が報告されている。 

1971年、西ドイツで発生したとき、サンザシ約10,000本、セイヨウナシ約1,200本の被害

があった（van der Zwet and Keil, 1979）。 

1971～1975年、オランダでシャリントウ（コトネアスター）200万本、トキワサンザシ（ピ

ラカンサ）1.3万本、ストランウァエシア8,700本、ナナカマド4,500本に被害があり、このた

め輸出が減り、膨大な損失を受けた（van der Zwet and Keil, 1979）。 

エジプトでは、1962年に本病の初発生が確認されて以来、1982年～1984年の開花時期の降

雨によりナイル川デルタ地帯で栽培されているル・コンテ種ナシに大発生した。1983年にはり

病樹の花の10～75%に被害があった（van der Zwet, 1986）。 

スイスでは、1989年の本病による初被害以来、2000年までの本病根絶計画によって生じた費

用は890万ドルを要したと報告されている（Hasler et al., 2002）。その後、同国における根絶は

不可能と考えられ、現在、規制非検疫有害動植物として扱われている（EPPO, 2023a）。 

ハンガリーでは、1996年前半に本病の初発生が確認されて以来、1996年末までの根絶費用は

110万ドルに達し、リンゴ4.7万本、マルメロ8,600本、セイヨウナシ8,100本その他の樹木

1,600本が処分された（Bonn and van der Zwet, 2000）。現在も、根絶に至っていない（EPPO, 

2023a）。 

アメリカ合衆国ミシガン州南西部のリンゴ生産地域では、2000年春の異常な暖かさ、多湿及

び５月の雨天の影響により本病が大発生し、35万本～45万本のリンゴ樹が枯死、1,550～2,300

エ－カ－のリンゴ園が廃園となり、当該地域の経済的損失は約4,200万ドルと算出された

（CABI, 2023; Sundin, 2013）。 

大韓民国では、2015年にナシで本病が初めて発見された。その後も発生範囲は拡大し、2016

年から2017年にかけては２都市（安城市と天安市）のみで発見されたが、2018年には６都

市、さらに2019年、2020年、2021年には各10、15、22市／郡に広がっている。2020年に

744園地、394.4haで発生したことをピークにその後の発生面積は減少傾向にあるが、根絶には

至っていない（Choi et al., 2022; 大韓民国農村振興庁, 2023）。 

 

９．防除 

北米では、り病枝の除去又はり病樹の伐採及び開花期前の抗生物質剤による予防的散布などが
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行われている。加えて、効果的な防除のために環境データに基づく警告システム（例：the 

MARYBLYT forecasting system）が開発されている（Thomson et al., 1982; Billing, 1984; van der 

Zwet, et al., 1990）。しかし、殺菌剤（抗生物質）の散布は耐性菌の出現等が問題提起されている

（van der Zwet and Keil, 1979; van der Zwet and Beer, 1992）。 

欧州北部ではストレプトマイシン（抗生物質剤）の農業への利用が許可されていないことから

代替剤が検討され、オキソリニック酸が有効な薬剤であることが判明した（Dimova-Aziz, 1990）。 

現在欧州では、化学的防除と組み合わせた統合的なほ場衛生、せん定、り病樹の除去、肥培管

理及び抵抗性あるいは耐病性品種の植え付けによる総合防除プログラムが奨励されている

（EPPO, 1997）。 

本細菌を根絶できる防除法は確立されていないため、一度侵入を許すと発生地域が急速に拡大

し、侵入地域の果樹生産へ甚大な被害を及ぼすことから、本病未発生の国々ではその侵入防止に

万全を期しているところである（van der Zwet and Keil, 1979）。 

大韓民国においては、植物防疫法による本病のモニタリング及び防除指針に従った防除措置（感

染地域のすべての宿主植物の廃棄、防除及び規制地域でのモニタリング調査及び薬剤散布等）を

実施している（IPPC, 2017）。 

なお、わずかながら根絶報告があり、エストニアにおいて、2012年に小規模な発生が認められ

た際に（個人庭園で発見後、追加調査で苗・苗木ほ場の２サンプル、果樹園の１サンプル、個人

庭園の２サンプルの計５サンプルから新たに発見）、全ての感染植物及びその近辺の潜在的宿主

植物を処分するなどの措置が取られた後、2013～2016 年の調査において新たに発見事例はなか

ったことから、エストニアの植物防疫機関（NPPO）が根絶宣言を行っている（EPPO, 2017）。 

また、オーストラリアでは、1997年に植物園で本細菌の発生が初めて報告された。疑わしい樹木

の処分後、オーストラリア全土で約600万本の樹木等幅広な調査を行った結果、本細菌の発生は

確認されなかったことを報告している（EPPO, 1998）。 

 

１０．診断、検出及び同定 

植物検疫措置に関する国際基準（以下「国際基準」という。）No. 27 Annex23 DP 13では、本

細菌に感染した宿主植物の症状並びに本細菌の分離及び検定方法を記載した総合的な診断マニュ

アルが報告されている（FAO, 2016）。 

わが国が侵入調査事業においてバラ科植物に対して行っている本細菌の簡易同定法は、以下の

とおりである（農林水産省, 2023）。 

 

（１）顕微鏡観察 

疑似症状植物の症状部と健全部の境界部から ３～４mm 程度の小片を切り取りスライドグ

ラスに置床、１滴の水を落とし、100～400 倍の倍率で顕微鏡観察する。細菌が植物組織に存

在していた場合、新鮮な状態であれば切口から直ちに大量の菌泥の漏出が観察されるが、乾燥

した古い組織の場合は多少遅れて漏出が観察される。 

（２）細菌の分離 

表面殺菌した病斑組織（健全部と罹病部の境界部位を用いる）を滅菌水中で磨砕、普通寒天

培地又は高濃度しょ糖培地に画線接種し、25～28℃で培養する。なお、普通寒天培地の場合

は２～３日間、高濃度しょ糖培地の場合は３～４日間程度培養する。 

（３）血清学的診断 

（２）の培地上に形成されたコロニーまたは疑似症状植物を用いて、火傷病菌に特異的な抗

体を用いて検定を行う。各社からイムノクロマト用キットやELISA用キットが販売されてお

り、使用の際は付属のプロトコルに従う。 
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（４）遺伝子診断 

（２）の培地上に形成されたコロニーを用いて、火傷病菌に特異的なプライマーを用いた 

PCR を行う。本菌のプライマーとしては、Guolford et. al.（1996）のプライマーEA71 (5’

-CCT GCA TAA ATC ACC GCT GAC AGC TCA ATG- 3’）及びEA72 （5’-GCT ACC ACT 

GAT CGC TCG AAT CAA ATC GCC-3’）や、 松浦・畔上（2008）のプライマー 

EarpoD2f （5’-GGCGCGTGAAAAGTTCAA-3’）及びEarpoD1r （5’-

AGGCCGCGGTTCAGATCT-3’）などが知られている（Guilford et al., 1996, 松浦・畔上, 

2008）。 

 

１１．日本における輸入検疫措置 

本細菌は植物防疫法施行規則（農林省, 1950）別表１に規定されており、同施行規則別表２に

規定されている国又は地域からの該当する宿主植物の生植物（種子を除き、生果実、花及び花粉

を含む。）については、輸入を認めていない（輸入禁止）。しかし、一部の発生国又は地域からの

宿主植物については、二国間合意に基づき、以下のとおり本細菌に対する検疫措置を実施するこ

とを条件に輸入を認めている。 

（１）アメリカ合衆国産及びニュージーランド産リンゴ生果実 

リンゴの未成熟果実では、感染した果実は皮目から粘質で乳白色の大量の細菌泥を漏出する

など本細菌の伝染経路となる可能性は高い。しかし、収穫された成熟したリンゴ果実に本細菌

が存在する可能性に関しては、感染樹又は園地から採取したリンゴ果実から本細菌が検出され

ていないことから、成熟したリンゴ果実は本細菌に感染しないと結論付けられている

（Dueck, 1974; Roberts et al., 1989; Roberts, 2002）。また、Azegami et al.（2006）は、本細

菌が成熟したリンゴの果梗から果実内部に感染したことを実証し、外見上健全なリンゴ果実で

あっても細菌の集団を保持する危険性があることを示唆しているが、本報告は室内実験での人

工環境下での実証であり、自然条件の下での感染を実証したものではない。そのため、2002

～2006年のアメリカ合衆国産リンゴ果実に係る火傷病に対する日本の検疫措置に関する世界

貿易機関（WTO）紛争解決機関の小委員会（パネル）での論議の結果、成熟した症状のない

リンゴ果実に、本細菌が潜在感染する可能性を示した科学的証拠はないとされた。また、がく

あ部の本細菌は、収穫後の低温処理などの過程で、著しく減少することが知られている

（Hale and Taylor, 1999; Taylor et al., 2003）。このことにより、「リンゴ果実を介した本病の伝

搬経路が完結しない」ことが科学的に示されており、また、専門家の見解としてリンゴ果実の

表面に付着した本細菌は、選果、こん包等の流通における慣行行程により、リンゴ果実による

本病の伝搬経路は完結しないことが示されている（WTO, 2003）。 

流通過程において、感染経路となる可能性の高い未成熟果実の混入の可能性を否定できない

ため、これを防ぐため、アメリカ合衆国が品質管理上の衛生措置として実施している低温処理

中に、リンゴの未成熟果実は萎れるとの見解が専門家及びパネルにより認められたことから、

日本向けに輸出されるリンゴ果実について、低温処理後の輸出検査で萎れた果実が発見された

場合は、ヨード・デンプン法による当該果実の成熟検査を行い、未成熟果実が発見された場

合、これを含む栽培ブロック（園地の単位）の果実の輸出停止を含む措置を行うこととなった

（農林水産省, 1994）（日本向けニュージーランド産リンゴ生果実も同様の措置を採用（農林

水産省, 1993）。）。 

なお、ヨード・デンプン法は、アメリカ合衆国、欧州、日本等のリンゴの収穫・保存・出荷

の過程において、果実のでんぷん含有をヨード・デンプン反応後の着色状態により成熟度を判

断し、リンゴの収穫適期、貯蔵中の果実の出荷適期を判断する方法として、一般的に利用され

ている（Michigan State University, 2004; OECD, 2018）。 
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（２）フランス産リンゴ生果実 

本病に対する措置として、本病が発生していない地域での生産、又は本病の発生していない

地域以外で生産された果実及び本病に侵されることのないための措置がとられずに発生地域を

経由した果実に対する表面殺菌を要求している（農林水産省, 1997）。 

 

１２．諸外国における輸入検疫措置 

（１）欧州地中海地域植物防疫機関（EPPO）（EPPO, 2024b） 

特定の保護地域へ輸入又は地域内の移動に際し、本病発生地域からの宿主植物について、以

下の措置を要求している。 

・保護地域：エストニア、スペイン（一部地域を除く。）、フランス（コルシカ島）、イタリ

ア（一部地域を除く。）、ラトビア、フィンランド、アイルランド（一部地域を除く。）

及びリトアニア（一部地域を除く。）。 

・対象植物： 

ア 観賞用の栽植用植物（種子を除く）：ザイフリボク属、ボケ属、シャリントウ属、サン

ザシ属、キドニア属、ビワ属、リンゴ属、セイヨウカリン属、Photinia davidiana、トキ

ワサンザシ属、ナシ属及びナナカマド属植物。 

イ 果実生産用の栽植用植物（種子を除く）：キドニア属、リンゴ属及びナシ属植物 

・条件：以下のいずれかの措置を要求している。 

ア 植物は、本細菌の発生していない地域で生産されること。 

イ 生産地では、直近の１生育期間中の適切な時期に目視検査を受け、本病の症状を示す植

物及び近接地の宿主植物が除去され、廃棄されたこと。 

 

（２）英国及びスイス（IPPC, 2023; Plant Health England, 2020） 

栽植用のザイフリボク属、ボケ属、シャリントウ属、サンザシ属、キドニア属、ビワ属、リ

ンゴ属、セイヨウカリン属、Photinia davidiana、トキワサンザシ属、ナシ属及びナナカマド

属植物（種子を除く）を輸入する場合は、以下のいずれかの措置を要求している。 

ア 本細菌が発生してしない地域で生産されること。 

イ 植物が直近の生育期の適切な時期に、目視検査を受け、栽培されること。また、生産園地

及びその近接地において、本病の症状を示す植物及び近接地の宿主植物が除去され、廃棄さ

れたこと。 

 

（３）ユーラシア経済連合（EAEU）（EAEU, 2022） 

以下の植物を輸入する場合は、本病が発生していない地域、生産地や生産用地で生産される

ことを要求している。 

リンゴ属、セイヨウスモモ、Prunus avium、Cerasus vulgaris、Armeniaca vulgaris、ナシ

属、キドニア属、クサボケ、サンザシ属、シャリントウ属、ナナカマド属、ザイフリボク属、

トキワサンザシ属、ストランウァエシア属及びビワの苗木、台木及び挿し木並びに指定された

植物（ヨーロッパブナ等複数の対象）を除く広葉樹の苗木。 

 

（４）大韓民国（APQA, 2023） 

ナシ亜科植物サクラ属植物及びキイチゴ属植物の苗木、挿穂、穂木等の栽植用植物（種子を

除く。）及び果実（サクラ属を除く。）について、本病含む３種の病菌を対象に、輸入禁止に

している（ただし、日本と台湾を除く。）。 
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（５）台湾（BAPHIQ, 2024） 

本病発生国からの宿主植物（果実、種子を除く。）は輸入禁止。果実は輸出検査で本細菌が

付着していないことを確認して検査証明書に追記することを要求している。 
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Ⅱ 病害虫リスクアナリシスの結果 

第１ 開始（ステージ１） 

１．開始 

Erwinia amylovoraに対するリスク評価を行い、現行の検疫措置の有効性を評価するため、病

害虫リスクアナリシスを実施する。 

 

２．対象となる有害動植物 

Erwinia amylovora（biovar 1及び2）を対象とする。 

 

３．対象となる経路 

リスクアナリシス対象の病害虫の生物学的情報の「２．地理的分布」に示す「国又は地域」か

らの「３．宿主植物及び国内分布」に示す「宿主植物」であって、「４．感染部位及びその症状」

に示す部位を含む植物を対象とする。 

 

４．対象となる地域 

日本全域を対象とする。 

 

５．開始の結論 

本細菌を開始点とし、その発生地域から輸入される植物を経路とした日本全域を対象とする病

害虫リスクアナリシスを開始する。 
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第２ 病害虫リスク評価（ステージ２） 

１．有害動植物の類別 

ステージ１で特定された有害動植物について、国内における発生及び公的防除の有無、定着及

びまん延の潜在性並びに経済的影響を及ぼす潜在性について調査し、検疫有害動植物となる潜在

性を有するかを検討する。なお、以下の（１）から（３）の評価項目の判断基準を満たしていな

い場合は、それが判明した時点で評価を中止できるものとする。 

（１）有害動植物の国内での発生の有無及び公的防除の有無等 

Erwinia amylovoraは国内未発生である。 

 

（２）定着及びまん延の潜在性 

本細菌の宿主植物であるナシ、リンゴ及びビワは、47 都道府県で栽培されていることから、

もし本細菌が国内へ入り込んだ場合、定着及びまん延するおそれがある。 

 

（３）経済的影響を及ぼす潜在性 

本細菌の感染により、宿主植物の花、新梢、葉は、褐色から黒色のblight（枯損／焼け）を引

き起こす。新梢の先端とつぼみはシーズンのはじめに枯死する。本細菌の発生国であるアメリ

カ合衆国では、ミシガン州でリンゴ樹の被害による損失があった。また、同州南西部のリンゴ

生産地域では、本病が大発生し、多くのリンゴ樹が枯死により廃園となるリンゴ果樹園もあり

経済的損失が発生した報告がある。 

したがって、もし、本細菌が国内に入り込み、定着及びまん延した場合、経済的影響を及ぼ

すおそれがある。 

 

（４）評価にあたっての不確実性 

特にない。 

 

（５）有害動植物の類別の結論 

本細菌は国内未発生であるが、宿主植物であるナシ、リンゴ及びビワは国内で広く栽培され

ていること、また、本菌はせん定作業や感染穂木の接木による人為的分散が知られていること

から、本細菌が国内に入り込んだ場合、定着及びまん延するおそれがある。また、本病の発生

国では被害報告があることから、国内においても経済的影響を及ぼすおそれがある。 

したがって、本細菌は、検疫有害動植物となる潜在性を有することから、引き続き「２．農

業生産等への影響の評価」で評価を行う。 

 

２．農業生産等への影響の評価 

（１）定着の可能性の評価 

ア リスクアナリシスを実施する地域における潜在的検疫有害動植物の生存の可能性 

（ア）潜在的検疫有害動植物の生存の可能性 

感染部位が周年存在すること、発生国での状況等から、低温期等の一般的な不良環境で

も生活環を維持できると考えられる。 

（イ）リスクアナリシスを実施する地域における中間宿主の利用可能性 

中間宿主は知られておらず、生活史の完結に中間宿主は必要としない。 

（ウ）潜在的検疫有害動植物の繁殖戦略 

本細菌は有害植物であるため、評価基準に基づき５点と評価した。 
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イ リスクアナリシスを実施する地域における寄主又は宿主植物の利用可能性及び環境の好適

性 

（ア）寄主又は宿主植物の利用可能性及び環境の好適性 

本細菌の宿主植物であるナシ、リンゴ及びビワは 47 都道府県で栽培されている。よっ

て、評価基準に基づき５点と評価した。 

（イ）潜在的検疫有害動植物の寄主又は宿主範囲の広さ 

本細菌が宿主とする植物の科は、バラ科のみが知られている。 

（ウ）有害動植物の侵入歴 

本細菌は、旧北区、エチオピア区、新北区、東洋区、新熱帯区及び南極区の６区に分布

する。よって、評価基準に基づき５点と評価した。 

 

 

 

（２）まん延の可能性の評価 

ア 自然分散（自然条件における潜在的検疫有害動植物の分散） 

（ア）ベクター以外による伝染 

ａ 移動距離 

比較的近距離では本細菌は風雨により伝染する。よって、評価基準に基づき３点と評

価した。 

ｂ 伝染環数 

かいよう部からの細菌泥が一次伝染源となり、風雨により運ばれ、別の宿主に感染す

る。感染した宿主の葉、新梢、果実から生じた細菌泥により二次伝染する。一年間で複

数の伝染環を有すると考えられることから、評価基準に基づき５点と評価した。 

（イ）ベクターによる伝搬 

ａ ベクターによる移動距離 

本細菌はミツバチやその他の昆虫、鳥により運ばれることが知られていることから、

長距離移動が可能と考えられる。よって、評価基準に基づき５点と評価した。 

ｂ 伝搬様式 

本細菌はミツバチ虫体上で 48 時間生存する。よって、評価基準に基づき３点と評価

した。 

 

イ 人為分散 

（ア）農作物を介した分散 

本細菌の宿主植物であるナシ、リンゴ及びビワは、47都道府県で栽培されており、消費

材以外の栽植用植物も穂木、苗木等の植物体で移動する。よって、評価基準に基づき５点

と評価した。 

（イ）非農作物を介した分散 

本細菌は、せん定作業で伝染することが知られている。よって、評価基準に基づき５点

と評価した。 

 

ウ 定着の可能性の評価結果 

評価した項目の評価点の平均から、定着の可能性の評価点は５点満点中の５点となった。 

 



 

13 

 

 

（３）経済的重要性の評価 

ア 直接的影響 

（ア）影響を受ける農作物又は森林資源 

本細菌の宿主植物であるリンゴ、ナシ、セイヨウナシ、ビワ等の農産物産出額は、2,636.9

億円である。よって、評価基準に基づき４点と評価した。 

（イ）生産への影響 

本細菌の宿主植物であるリンゴ、ナシ、セイヨウナシ、ビワは生産農業所得統計の対象

植物である。アメリカ合衆国では、ミシガン州南西部のリンゴ生産地域で本病が大発生し、

35万本～45万本のリンゴ樹が枯死、1,550～2,300エ－カ－のリンゴ園が廃園になるとし、

また当該地域の経済的損失は約4,200万ドルと算出された。よって、評価基準に基づき５

点と評価した。 

（ウ）防除の困難さ 

本細菌の根絶の報告としては、小規模な発生が認められたオーストラリア及びエストニ

アにおける事例がある。スイスでは 1989 年の発生以降、ハンガリーでは 1996 年の発生

以降、根絶事業を行ったが、現在スイスでは根絶は不可能とされ、ハンガリーにおいても

根絶に至っていない。韓国では 2015 年に発生を確認して以降、防除措置を実施している

が、根絶に至っていない。本細菌を根絶できる防除法は確立されていないため、一度侵入

を許すと発生地域が急速に拡大し、侵入地域の果樹生産へ甚大な被害を及ぼす。 

（エ）直接的影響の評価結果 

上記（ア）及び（イ）の評価点の積は20点となる。よって、評価基準に基づき直接的影

響の評価点は４点となった。 

 

イ 間接的影響 

（ア）農作物の政策上の重要性 

本細菌の宿主植物であるリンゴ、ナシ及びビワは、「農業保険法」及び「同法施行令」、

「果樹農業振興特別措置法施行令」で定める農作物に該当する。よって、評価基準に基づ

き１点と評価した。 

（イ）輸出への影響 

大韓民国及び台湾は宿主植物の輸入を禁止している。 

 

 

 

（４）評価における不確実性 

特にない。 

 

ウ まん延の可能性の評価結果 

評価した項目の評価点の平均から、まん延の可能性の評価点は５点満点中の 4.5 点とな

った。 

 

ウ 経済的重要性の評価結果 

直接的影響の評価点と間接的影響の評価点の和から、経済的重要性の評価点は５点満点

中の５点となった。 
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３．入り込みの可能性の評価 

項目 評価における判断の根拠等 

（１）感染部位 花、花粉、新梢、葉、幹、枝、果実 

（２）国内に入り込む可能性

のある経路 

入り込む可能性のある経路として〔栽植用植物〕、〔栽植用種

子（花粉）〕及び〔消費用生植物（切花・切枝、果実）〕が考え

られる。 

なお、受粉用ハチの餌として発生国から輸入される宿主花粉

は、受粉用花粉と同等のリスクがあると考えられることから

「栽植用種子（花粉）」と見なすこととする一方、健康食品等

で用いられる食用の花粉については、一般にミツバチにより集

められた花粉団子を加熱乾燥又は凍結乾燥を経て製造される。

そのため、本細菌が混入していた場合であっても、死滅してい

ると考えられ経路とはならないと判断した。 

また、種子は本細菌の分離報告があるものの１件のみかつ具

体的情報に欠けること、また、本細菌はこれまで決して種子伝

染性病原体とは見なされていないとの報告があることから、経

路にならないと判断した。 

木材については、バラ科の木材（ナシ材等）は装飾や家具に

利用され、貯木場等に蔵置することは考えにくいこと、また宿

主植物の木材を感染源として発生が確認されたとの報告はない

ことから、経路にならないと判断した。 

用途 部位 経路となる可能性 

ア 栽植用植物 
花、新梢、幹、葉、

枝 
○ 

イ 栽植用種子 花粉 ○ 

ウ 消費用生植物 

花、新梢、葉、枝、

果実（成熟したリ

ンゴ果実を除

く。） 

○ 

（３）宿主植物の輸入検査量 別紙３を参照。 

※本来の用途ではない目的に利用されることが想定される場合は、その想定される用途の評価結

果を適用する（例えば、消費用途の植物が栽培用として利用される場合など）。 

 

（４）入り込みの可能性の評価 

ア 栽植用植物及びイ 栽植用種子（花粉） 

（ア）輸送中の生き残りの可能性（加工処理に耐えて生き残る可能性） 

栽植用植物及び栽植用種子（花粉）は、原産地で有害植物の生存に影響を与えるような

加工処理は実施されないことから、当該有害植物が通常輸送中生き残る可能性が高い。よ

（５）農業生産等への影響評価の結論（病害虫固有のリスク） 

定着及びまん延の可能性並びに経済的重要性の３項目の評価点の積は 112.5 点となり、

本細菌の農業生産等への影響の評価を「高い」と結論付けた。 
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って、評価基準に基づき５点と評価した。 

（イ）潜在的検疫有害動植物の個体の見えにくさ 

細菌等の有害植物は目視では確認できない。よって、評価基準に基づき５点と評価した。 

（ウ）輸入品目からの人為的な移動による分散の可能性 

栽植用植物及び栽植用種子（花粉）は、直接栽培施設、ほ場等へ持ち込まれる。よって、

評価基準に基づき５点と評価した。 

（エ）輸入品目からの自然分散の可能性 

栽植用植物及び栽植用種子（花粉）は、栽植用として利用されることで入り込みが完了

する。よって、評価基準に基づき５点と評価した。 

（オ）評価における不確実性 

特にない。 

 

栽植用植物及び栽植用種子（花粉）の入り込みの可能性の評価の結論 

評価を行った項目の評価点の平均値は５点であり、本細菌の栽植用植物及び栽植用種子

（花粉）を経路とした場合の入り込みの可能性の評価を「高い」と結論付けた。 

 

ウ 消費用生植物 

（ア）輸送中の生き残りの可能性（加工処理に耐えて生き残る可能性） 

原産地で本細菌の生存率に影響を与える加工処理等は実施されていない。よって、評価

基準に基づき５点と評価した。 

（イ）潜在的検疫有害動植物の個体の見えにくさ 

細菌等の有害植物は目視では確認できない。よって、評価基準に基づき５点と評価した。 

（ウ）輸入品目からの人為的な移動による分散の可能性 

本細菌の宿主植物であるナシ、リンゴ及びビワは 47 都道府県で栽培されている。よっ

て、評価基準に基づき４点と評価した。 

（エ）輸入品目からの自然分散の可能性 

本細菌に感染した宿主植物が輸入された場合、当該植物から国内に存在する宿主植物へ

の自然分散の方法は、風雨及びベクターによる分散が考えられる。よって、評価基準に基づ

き２点と評価した。 

（オ）評価における不確実性 

消費用生植物のうち、切り枝及び切り花を経路とした場合、本来の用途ではない栽植用

として使用される可能性があり、またリンゴ及びナシ属以外の果実が経路となる可能性に

ついて知見が不足している。 

 

消費用生植物の入り込みの可能性の評価の結論 

評価を行った項目の評価点の平均値は４点であり、本細菌の消費用生植物を経路とした場

合の入り込みの可能性の評価を「中程度」と結論付けた。 

 

４．Erwinia amylovoraの病害虫リスク評価の結論 

Erwinia amylovoraは検疫有害植物であり、栽植用植物、栽植用種子（花粉）及び消費用生植物

を経路として入り込み、農業生産等へ影響を及ぼす可能性があると評価した。 
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農業生産等への影響評価の結論

（病害虫固有のリスク） 

入り込みの可能性の評価 病害虫リスク評価の

結論 用途 結論 

高い 

ア 栽植用植物 高い 高い 

イ 栽植用種子

（花粉） 
高い 高い 

ウ 消費用生植物 中程度 
中程度（農業生産等

への影響が高い） 
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第３ 病害虫リスク管理（ステージ３） 

病害虫リスク評価の結果、Erwinia amylovoraはリスク管理措置が必要な検疫有害植物である

と判断されたことから、ステージ３において、本細菌の発生国からの宿主植物の輸入に伴う本細

菌の入り込みのリスクを低減するための適切な管理措置について検討する。 

 

１．Erwinia amylovoraに対するリスク管理措置の選択肢の検討 

選択肢 方法 有効性及び実行可能性の検討 
実施主体 

（時期） 
有効性 

実行 

可能性 

①病害虫無

発生の地

域、生産

地又は生

産用地の

設定及び

維持 

ISPM 4

（FAO, 

2024）又は

10（FAO, 

2016）に基

づき設定及

び維持す

る。 

〔有効性〕 

⚫ ISPMに基づき輸出国植物

防疫機関が設定、管理及び

維持する病害虫無発生の地

域、生産地又は生産用地で

あって、ベクターの管理がで

きれば、有効である。 

 

〔実行可能性〕 

⚫ 輸出国において適切に管理

されること（ベクターの管理も

含む。）が必要であるが、実

行可能と考えられる。 

 

 

輸出国 

（輸出前） 

 

○ 

 

○ 

②システム

ズアプロ

ーチ 

ISPM 14

（FAO,  

2019）に基

づき実施す

る。 

複数の管理措置の組合せで

あるシステムズアプローチの

有効性及び実行可能性につい

ては、具体的に提案される管

理措置の内容を検討する必要

がある。 

 

 

輸出国 

（輸出前） 

 

－ 

 

－ 

③栽培地検

査 

栽培期間中

に生育場所

において植

物の症状等

を観察す

る。 

〔有効性〕 

⚫ 栽培期間中に症状を明瞭に

現す場合は有効である。 

⚫ 本細菌は、潜在感染の状態

で道管部に少なくとも１シ

ーズンは生存する可能性が

あるため、有効ではない場

合がある。 

⚫ 果実が本細菌の入り込みの

経路となる確たる根拠は確

認できないものの、経路と

なり得るとの専門家の見解

もあり不確実性を伴う。こ

のため、果実への本細菌の

感染リスク低減が可能と判

 

輸出国 

（栽培中） 

 

▽ 

 

○ 
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断できる栽培地検査が実施

されれば、有効である。 

 

〔実行可能性〕 

⚫ 輸出国においてベクターの

適切な防除が実施されると

ともに、適切な検査が行わ

れる必要があるが、実行可

能と考えられる。 

 

④精密検定 血清学的診

断法、遺伝

子診断法等

による精密

検定を実施

する。 

〔有効性〕 

⚫ 症状を示した部位では、イ

ムノクロマト法の血清学的

診断法又はPCR法等の遺

伝子診断法により、本細菌

の検出が可能である。 

⚫ 疑似症状部位からの細菌分

離による精密検定では、健

全部位に潜在感染している

場合は見逃される可能性が

あり、効果は限定的であ

る。また、潜在感染する部

位からの精密検定技法は確

立されていない。 

 

〔実行可能性〕 

⚫ 輸出入国において検定施設

を有するとともに、イムノ

クロマト検定キット、特異

的なプライマー及びポジテ

ィブコントロールが必要で

あるが、実行可能と考えら

れる。 

 

 

輸出国 

（輸出前） 

 

 

輸入国 

（輸入時） 

 

▽ 

 

 

 

▽ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

⑤殺菌処理 果実の表面

を殺菌す

る。 

〔有効性〕 

⚫ 果実表面に付着している本

細菌に対しては有効である

が、果実内部に感染してい

る場合は、有効でない。 

⚫ リンゴ果実については、果

実表面に付着している本細

菌からの入り込みの可能性

はないとされている。 

 

 

輸出国 

（輸出

時） 

 

× 

（リンゴ

果実以

外） 

 

○ 
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〔実行可能性〕 

⚫ 輸出国において適切に行わ

れることが必要であるが、

実行可能と考えられる。 

 

⑤検査証明

書への追

記 

輸出国での

目視検査の

結果、本細

菌が感染し

ていないこ

とを確認

し、その旨

を検査証明

書に追記す

る。 

〔有効性〕 

⚫ 輸出検査時に明瞭な症状を

現す場合は有効であるが、

潜在感染している場合は見

逃される可能性があり、効

果は限定的である。 

⚫ 花粉は症状を現さないた

め、有効でない。 

 

〔実行可能性〕 

⚫ 輸出国において適切な検査

が行われる必要があるが、

実行可能と考えられる。 

 

 

輸出国 

（輸出時） 

 

▽ 

（花粉

×） 

 

○ 

⑥輸出入検

査（目視

検査） 

植物の症状

等を確認す

る。 

〔有効性〕 

⚫ 輸出入検査時に明瞭な症状

を現す場合は有効である

が、潜在感染している場合

は見逃される可能性があ

り、効果は限定的である。 

⚫ 花粉は症状を現さないた

め、有効でない。 

 

〔実行可能性〕 

⚫ 輸出国及び輸入国において

通常実施されている検査で

あり、実行可能である。 

 

 

輸出国 

（輸出時） 

 

 

 

輸入国 

（輸入時） 

 

▽ 

（花粉

×） 

 

 

▽ 

（花粉

×） 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

⑦隔離栽培

中の検査 

輸入後、国

内の施設に

おいて一定

期間栽培

し、症状の

確認や精密

検定を実施

する。 

〔有効性〕 

⚫ 症状発現まで時間を要する

場合でも、栽培施設で適切

に管理することにより、本

細菌による症状の有無を確

認できるため、有効であ

る。 

⚫ 本細菌は昆虫、風雨、鳥、

花粉等の移動能力の高いベ

クターによりほ場内外にま

ん延する可能性があるた

 

輸入国 

（輸入後） 

 

▽ 

 

 

× 
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め、これら全てのベクター

を管理するための高精度な

施設及びほ場衛生管理が必

要であることから、効果は

限定的である。 

 

〔実行可能性〕 

⚫ 多年生植物は、隔離栽培中

の検査が実行可能である。 

⚫ 隔離栽培中の検査は１年間

（ただし、検定上必要と認

めた場合は、さらに２年間

延長可能）実施している。 

⚫ 本細菌がほ場内外で発生し

た場合の影響が大きいこと

から、国内での隔離は実行

困難である。 

 

有効性    ○：効果が高い 

▽：限定条件下で効果がある 

×：効果なし 

－：検討しない 

実行可能性  ○：実行可能 

▽：限定条件下で実行可能 

×：実行困難 

－：検討しない 

 

２．経路ごとのErwinia amylovoraに対するリスク管理措置の選択肢の検討 

（１）栽植用植物、栽植用種子（花粉）及び消費用生植物（種子を除き、果実、花及び花粉を含

む。） 

ア 検討結果 

病害虫無発生の地域、生産地又は生産用地の設定及び維持（選択肢①）は、本細菌の入り

込みのリスクに対して有効な管理措置である。しかしながら、本細菌は、風雨により伝染す

るため、病害虫無発生の地域又は生産地であっては緩衝地帯の設定、監視等が必要となる。

また、本細菌のベクターであるミツバチやその他の昆虫等は移動能力が高いことから病害虫

無発生生産用地においてもその管理は困難と考える。このため、病害虫無発生地域等の設定

及び維持は、宿主植物の栽培環境、病害虫管理等を含む各種要因に影響を受けるため、個別

案件ごとに具体的な内容を輸出国植物防疫機関が示し、日本側がその許諾を判断する必要が

ある。 

 

イ リスク管理措置の特定 

栽植用植物、栽植用種子（花粉）及び消費用生植物（種子を除き、果実、花及び花粉を含

む。）に対する管理措置として、本細菌の入り込みの可能性を低減させることが可能であ

り、かつ必要以上に貿易制限的でないことを考慮し、以下を特定した。なお、以下のいずれ
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かの管理措置を実施する必要がある。 

 

○ 輸出国（輸出前）において、輸出国植物防疫機関が関連する ISPMsに基づき設定、維持

及び管理した病害虫無発生の地域、生産地又は生産用地で輸出対象植物を生産し、その旨

を検査証明書に追記する。 

 

なお、上記の管理措置については、日本が求める水準を満たすとともに、確実な実施に関

して担保をとる必要がある場合、２国間合意に基づく必要がある。 

また、輸出国においてこの管理措置を的確に講ずることが困難であり、本細菌の入り込み

のリスクが十分に低減されないと判断できる場合は、輸入禁止措置を講ずる必要がある。 

 

（２）消費用生植物（果実） 

ア 検討結果 

病害虫無発生の地域、生産地又は生産用地の設定及び維持（選択肢①）は、消費用生植物

において有効な管理措置である。 

検査証明書への追記（選択肢⑥）及び輸出入検査（目視検査）（選択肢⑦）は、リンゴ以

外の果実の場合、目視検査では本細菌の有無は確認できないため、有効な管理措置ではな

い。一方、リンゴ果実の場合は、成熟果実は本細菌の経路とならないことが示されている。

なお、果実の成熟度は、ヨード・デンプン法で調査可能である。 

 

イ リスク管理措置の特定（リンゴ果実を除く。） 

消費用生植物（果実。リンゴ果実を除く。）に対する管理措置として、本細菌の入り込み

のリスクを低減させることが可能であり、かつ必要以上に貿易制限的でないことを考慮し、

以下を特定した。 

 

○ 輸出国（輸出前）において、輸出国植物防疫機関が関連するISPMsに基づき設定、維持

及び管理した病害虫無発生の地域、生産地又は生産用地で輸出対象植物が生産し、その旨

を検査証明書に追記する。 

 

なお、上記の管理措置については、日本が求める水準を満たすとともに、確実な実施に関

して担保をとる必要がある場合、２国間合意に基づく必要がある。 

また、輸出国においてこの管理措置を的確に講ずることが困難であり、本細菌の入り込み

のリスクが十分に低減されないと判断できる場合は、輸入禁止措置を講ずる必要がある。 

 

ウ リスク管理措置の特定（リンゴ果実） 

消費用生植物（リンゴ果実）に対する管理措置として、本細菌の入り込みのリスクを低

減させることが可能であり、かつ必要以上に貿易制限的でないことを考慮し、以下を特定

した。 

 

○ 輸出国（輸出時）において、萎れたリンゴが確認された場合は、ヨード・デンプン法に

より果実の成熟度を確認し、未成熟果実を輸出しない。 

 

なお、輸出国においてこの管理措置を的確に講ずることが困難であり、本細菌の入り込み

のリスクが十分に低減されないと判断できる場合は、輸入禁止措置を講ずる必要がある。  
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別紙１ 

 

Erwinia amylovoraの発生国等の根拠 

 

国又は地域 
ステータ

ス 
根拠文献 備考 

アジア     

大韓民国 発生 IPPC, 2020; Choi et al., 2022; Ham 

et al., 2020  

 

中華人民共和国 発生 中华人民共和国农业农村部, 2021, 

2022, 2023; Fei et al., 2023; Sun et 

al., 2023 

新疆ウイグル自治区及び甘

粛省で発生。 

パキスタン 発生 Mumtaz et al., 2024 追加 

中東    

イスラエル 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a   

イラン 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a   

シリア 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a   

トルコ 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a   

ヨルダン 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a   

レバノン 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a   

欧州    

アイルランド 発生 CABI, 2023; EPPO, 2010a; EPPO, 

2023a 

 

アゼルバイジャ

ン 

発生 AQTA, 2023; CABI, 2023; EPPO, 

2023a; Guliyeva, 2024 

追加 

アルバニア 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a  

アルメニア 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a  

イタリア 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a  

ウクライナ 発生、公

的防除中 

CABI, 2023; EPPO, 2014b; EPPO, 

2014d; EPPO, 2023a 

 

英国 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a   

オーストリア 発生、公

的防除中 

CABI, 2023; EPPO, 2023a  

オランダ 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a  

カザフスタン 発生 CABI, 2023; EPPO, 2013c; EPPO, 

2023a 

  

北マケドニア共

和国 

発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a  

キプロス 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a   

ギリシャ 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a   

キルギス 発生 CABI, 2023; EPPO, 2013c; EPPO, 

2023a 

  

クロアチア 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a   
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コソボ 発生 Krasniqi, et al., 2013   

ジョージア 発生 CABI, 2023; Gaganidze et al., 

2018; EPPO, 2019; EPPO, 2023a 

 

スイス 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a   

スウェーデン 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a   

スペイン 発生、公

的防除中 

CABI, 2023; EPPO, 2010b; EPPO, 

2023a 

 

スロバキア 発生 CABI, 2023a; EPPO, 2003b; 

EPPO, 2004a; EPPO, 2005; 

EPPO, 2021 

 

スロベニア 発生、公

的防除中 

CABI, 2023; EPPO, 2003c; EPPO, 

2021 

  

セルビア 発生 CABI, 2023; EPPO, 2021   

チェコ 発生 CABI, 2023; EPPO, 2021  

デンマーク 発生 CABI, 2023; EPPO, 2021  

ドイツ 発生 CABI, 2023; EPPO, 2021  

ノルウェー 

 

発生 CABI, 2023; EPPO, 2003a; EPPO, 

2021 

 

ハンガリー 発生 CABI, 2023; EPPO, 2002; EPPO, 

2021 

 

フランス 発生 CABI, 2023; EPPO, 2021  

フィンランド 発生、根

絶中 

EPPO, 2014a  

ブルガリア 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a  

ベラルーシ 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a  

ベルギー 

 

発生、公

的防除中 

CABI, 2023; EPPO, 2023a  

ポーランド 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a  

ボスニア・ヘル

ツェゴビナ 

発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a  

ポルトガル 発生、公

的防除中 

CABI, 2023; EPPO, 2018; EPPO, 

2023a 

 

モルドバ 発生 EPPO, 2004b  

モンテネグロ 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a  

ラトビア 発生 CABI, 2023; EPPO, 2014c; EPPO, 

2023a 

  

リトアニア 

 

発生 CABI, 2023; EPPO, 2009; EPPO, 

2023a 

 

リヒテンシュタ

イン 

 

発生 Government of Liechtenstein, 

2016; Wimalajeewa, 2005 

 

ルーマニア 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a  

ルクセンブルク 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a  
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ロシア 

 

発生 CABI, 2023; EPPO, 2013a; EPPO, 

2023a 

 

アフリカ      

アルジェリア 

 

発生 CABI, 2023; EPPO, 2011; EPPO, 

2023a 

 

エジプト 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a  

チュニジア 

 

発生 CABI, 2023; EPPO, 2013b; EPPO, 

2023a 

 

モロッコ 発生 CABI, 2023; EPPO, 2007a; EPPO, 

2007b; EPPO, 2008; EPPO, 

2023a 

 

北米      

アメリカ合衆国 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a  

カナダ 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a  

中南米      

グアテマラ 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a   

バミューダ諸島 発生 CABI, 2023; EPPO; 2023a   

メキシコ 発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a   

大洋州      

ニュージーラン

ド 

発生 CABI, 2023; EPPO, 2023a  

注）備考欄の「追加」は、文献情報等に基づき令和７（2025）年１月21日改訂時に追加した国又

は地域。
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別紙２ 

 

Erwinia amylovoraの宿主植物の根拠 

 

科名 学名 シノニム 
和名 

英名 根拠文献 備考 
属名 種名 

バラ科（Rosaceae） Amelanchier  ザイフリボク

属 

  CABI, 2023; EPPO, 2023a  

バラ科（Rosaceae） Aronia  アロニア属   van der Zwet, 1979  

バラ科（Rosaceae） Chaenomeles Choenomeles ボケ属   CABI, 2023; EPPO, 2023a; 

van der Zwet, 1979 

 

バラ科（Rosaceae） Chaenomeles 

sinensis 

Pseudocydonia 

sinensis 

ボケ属 カリン Chinese 

quince 

van der Zwet, 1979  

バラ科（Rosaceae） Cotoneaster  シャリントウ

属 

  CABI, 2023; EPPO, 2023a  

バラ科（Rosaceae） Crataegomespilus  クラタエゴメ

スピルス属 

  van der Zwet, 1979  

バラ科（Rosaceae） Crataegus  サンザシ属   CABI, 2023; EPPO, 2023a  

バラ科（Rosaceae） Cydonia oblonga  キドニア属 マルメロ quince CABI, 2023; EPPO, 2023a ; 

van der Zwet, 1979 

 

バラ科（Rosaceae） Dichotomanthes  ディコトマン

サス属 

  van der Zwet, 1979  

バラ科（Rosaceae） Docynia  ドキニア属   van der Zwet, 1979  

バラ科（Rosaceae） Eriobotrya japonica  ビワ属 ビワ loquat CABI, 2023; EPPO, 2023a; 

van der Zwet, 1979 

 

バラ科（Rosaceae） Heteromeles  ヘテロメレス

属 

 

  van der Zwet, 1979  
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バラ科（Rosaceae） Malus  リンゴ属   CABI, 2023; EPPO, 2023a; 

van der Zwet, 1979 

 

バラ科（Rosaceae） Mespilus 

germanica 

 セイヨウカリ

ン属 

セイヨウカ

リン 

medlar EPPO, 2023a; van der Zwet, 

1979 

 

バラ科（Rosaceae） Osteomeles  テンノウメ属   van der Zwet, 1979  

バラ科（Rosaceae） Photinia  カナメモチ属   EPPO, 2023a; van der Zwet, 

1979; OEPP/EPPO, 2013 

 

バラ科（Rosaceae） Peraphyllum  ペラフィラム

属 

  van der Zwet, 1979  

バラ科（Rosaceae） Pyracantha  トキワサンザ

シ属 

  CABI, 2023; EPPO, 2023a; 

van der Zwet, 1979 

 

バラ科（Rosaceae） Pyrus  ナシ属   CABI, 2023; EPPO, 2023a; 

van der Zwet, 1979 

 

バラ科（Rosaceae） Rhaphiolepis  シャリンバイ

属 

  van der Zwet, 1979  

バラ科（Rosaceae） Rosa canina  バラ属 ロサ・カニ

ナ 

dog rose CABI, 2023; EPPO, 2023a  

バラ科（Rosaceae） Sorbus  ナナカマド属   CABI, 2023; EPPO, 2023a; 

van der Zwet, 1979 

 

バラ科（Rosaceae） Spiraea prunifolia  シモツケ属 シジミバナ bridal wreath CABI, 2023; Bastas and 

Sahin, 2014; EPPO, 2023a 

 

バラ科（Rosaceae） Stranvaesia  ストランウァ

エシア属 

  van der Zwet, 1979  
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別紙３ 

 

Erwinia amylovora の感染記録のある植物に関連する経路の年間輸入検査量 

（発生国からの貨物、郵便及び携帯品） 

 

（１）栽植用植物 

※2021～2023 年は輸入実績なし 

 

（２）栽植用種子（花粉） 

※2021～2023 年は輸入実績なし 

 

（３）消費用生植物（切り枝/花） 

  ※2021～2023 年は輸入実績なし 

 

（４）消費用生植物（果実） 

単位（数量）：Kg 

植物名 生産国 
2021 2022 2023 

件数 数量 件数 数量 件数 数量 

Chaenomeles 
sinensis(=Pseud
ocydonia 

sinensis)(ｶﾘﾝ) 

ｱｾﾞﾙﾊﾞｲ

ｼﾞｬﾝ 1 1     

Cydonia 

oblonga(ﾏﾙﾒﾛ) 
ｱｾﾞﾙﾊﾞｲ

ｼﾞｬﾝ 
2 4 1 2 1 1 

Malus pumila var. 
domestica 

(ﾘﾝｺﾞ) 

ｱｾﾞﾙﾊﾞｲ

ｼﾞｬﾝ 
3 3 2 2 1 1 

ﾊﾟｷｽﾀﾝ 9 11 24 33 23 29 

Pyrus communis 

(ﾋﾟﾙｽ･ｺﾝﾑﾆｽ) 
ｱｾﾞﾙﾊﾞｲ

ｼﾞｬﾝ 
1 1     

Pyrus(ﾅｼ属) ｱｾﾞﾙﾊﾞｲ

ｼﾞｬﾝ 
  1 1   

ﾊﾟｷｽﾀﾝ     1 1 
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